
総 行 公 第 １ ８ 号 

総 行 安 第 １ ５ 号 

 令和６年３月２９日 

 

各 都 道 府 県 総 務 部 長 

 （人事担当課、安全衛生担当課、市町村担当課、区政課扱い） 

 各 指 定 都 市 総 務 局 長    殿 

 （人事担当課、安全衛生担当課扱い） 

 各 人 事 委 員 会 事 務 局 長  

 

             総務省自治行政局公務員部 

             公 務 員 課 長  

             安 全 厚 生 推 進 室 長  

（ 公 印 省 略 ） 

 

人事院規則 15－14（職員の勤務時間、休日及び休暇）の一部改正等について 

（令和６年４月１日施行の勤務間のインターバル確保関係） 

 

本日、一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関

係人事院規則の整備等に関する人事院規則（人事院規則１―８２）が公布されるととも

に、「一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係

人事院事務総長通知の一部改正について（通知）」（令和６年事企法―８７）等の関連通

知が発出され、令和６年４月１日から順次施行されることとなります。 

今般の改正は、令和５年８月７日に人事院が行った「公務員人事管理に関する報告」に

おける「柔軟な働き方を実装するための制度改革の推進等」のうち、(ｱ)フレックスタイ

ム制の見直し及び(ｲ)勤務間のインターバルの確保に関する対応です。 

このうち(ｲ)勤務間のインターバルの確保に関して、下記のとおり、人事院規則改正及

び人事院局長通知の内容並びに地方公務員における取組に係る留意点をお示しします。 

各地方公共団体におかれては、下記の内容も参照の上、国家公務員の取組も参考にしな

がら、勤務間のインターバル確保による職員の健康の維持及び仕事と生活の調和がとれた

働き方の実現に向けた取組を推進していただくようお願いいたします。 

各都道府県においては、貴都道府県内の市区町村等に対しても御連絡いただくようお願

いします。なお、本通知については地域の元気創造プラットフォームにおける調査・照会

システムを通じて、各市区町村に対しても情報提供を行っていることを申し添えます。 

本通知は、地方公務員法（昭和 25年法律第 261号）第 59条（技術的助言）及び地方自

治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４（技術的な助言）に基づくものです。 

 

記 

 

１ 国家公務員における勤務間のインターバル確保 



（１）改正の趣旨及び内容 

・ 人事院規則１５―１４（職員の勤務時間、休日及び休暇）第１条の２を新設し、一

般職の職員の勤務時間、休暇等に関する法律（平成６年法律第33号）第４条第１項に

規定する各省各庁の長の責務に基づくものとして、各省各庁の長に対して、勤務間の

インターバル（職員の健康及び福祉の確保に必要な勤務の終了からその次の勤務の開

始までの時間）を確保する努力義務を課すものであること。 

・ これは、勤務間のインターバル確保に係る各省各庁の長の責務を法令上明確にする

ものであること。 

 

（２）目安時間 

・ 勤務間のインターバルの目安は11時間とすること。 

 

（３）施行期日 

・ 施行期日は令和６年４月１日とすること。 

 

２ 地方公共団体における取組に係る留意事項 

（１）勤務間のインターバル確保に係る取組について 

国家公務員における取組も参考に、地方公共団体においても、11時間を目安とする

勤務間のインターバルを確保するよう、具体的な取組について検討いただきたいこ

と。 

その際、人事院局長通知においては、勤務間のインターバルを確保するためには、

長時間の超過勤務を減らしていくことが重要とされていることも踏まえ、「地方公共

団体における時間外勤務の上限規制及び健康確保措置を実効的に運用するための取組

の更なる推進について」（令和５年12月25日総行公第139号・総行安第59号総務省自

治行政局公務員部公務員課長・安全厚生推進室長通知）においてお示ししたとおり、

時間外勤務の上限規制の実効的な運用に向けて、適切な勤務時間の把握、上限規制制

度の厳格な運用、時間外勤務の要因の整理・分析・検証及び時間外勤務縮減に向けた

適切な対策について、適切に対応いただきたいこと。 

このほか、各職場の職務内容や執務体制の実情に応じた取組として、早出遅出勤務

やフレックスタイム制の活用による職員間の負担の分散や軽減を図ることや、幹部や

管理職による効率的な職場環境の整備についても、各団体の実情に応じて検討いただ

きたいこと。 

 11時間を目安とする勤務間のインターバルを日々確保することが困難である場合で

あっても、人事院局長通知の３⑵に例示された取組のほか、上記の通知にも御留意の

上、職員の心身の健康確保に向けて、長時間勤務者に対する医師による面接指導や、

ストレスチェック等によるメンタルヘルス対策について適切に取り組んでいただきた

いこと。 

 

  



【参考】公務員人事管理に関する報告（勤務間のインターバル確保部分 抜粋） 

 

３ 多様なワークスタイル・ライフスタイル実現と Well-beingの土台となる環境整備 

(1) 多様なワークスタイル・ライフスタイルを可能とする取組 

前述のとおり、職員がやりがいを持って生き生きと働くことができる環境を作 

り、公務職場の魅力向上を図るため、職員の希望や事情に応じた時間や場所での勤

務を可能とする、より柔軟な働き方の推進を始めとする取組が求められている。本

年６月に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針 2023」においても、国家

公務員について、時間や場所にとらわれない働き方の充実等により働き方改革を一

層推進することとされている。本院は、以下のとおり、柔軟な働き方を推進すると

ともに、仕事と生活の両立支援、職員の選択を後押しする給与制度上の措置を進め

る。 

ア 柔軟な働き方を実装するための制度改革の推進等 

本院では、昨年１月から本年３月にかけて、学識経験者により構成する「テレ 

ワーク等の柔軟な働き方に対応した勤務時間制度等の在り方に関する研究会」を開

催した。研究会では、今後の国家公務員の目指すべき働き方、より柔軟なフレック

スタイム制等による働き方、テレワーク、勤務間インターバルの在り方といった検

討事項について議論が行われ、本年３月に、最終報告が取りまとめられた。 

この最終報告の提言の内容を基本として、関係各方面と調整をしつつ、次の措置

の実現を図る。 

(ｱ) （略） 

(ｲ) 勤務間のインターバルの確保 

勤務間のインターバルにより、睡眠時間を含む生活時間を十分に確保するこ

とは、健康の維持のために不可欠であるとともに、仕事と生活の調和がとれた

働き方を追求するためにも重要であり、公務職場の魅力向上のほか、公務能率

の一層の向上につながることも期待される。 

また、民間労働法制では勤務間インターバルを確保した労働時間の設定が法

律上事業主の努力義務とされており、令和３年７月に閣議決定された「過労死

等の防止のための対策に関する大綱」においては、勤務間インターバル制度の

導入に関する数値目標が設定され、公務員についても、目標の趣旨を踏まえ、

必要な取組を推進することとされている。 

これらを踏まえると、国家公務員についても、勤務間のインターバル確保の

取組を早期に推進していく必要があり、そのためには、各省各庁の長の勤務間

のインターバル確保に努める責務を法令上明確にすることが適当と考えられ

る。このため、人事院規則に新たな努力義務の規定を設け、令和６年４月の施

行を目指す。 

公務における勤務間のインターバル確保については、まずは、業務体制の見

直しや、現行制度（フレックスタイム制・早出遅出勤務等）の積極的な活用、



業務合理化等による超過勤務の縮減等により実現に向け取り組んでいくことが

可能である。あわせて、適切な行政サービスの提供に支障が生じないようにも

する必要がある。 

本院は、今後、勤務間のインターバル確保に資するこれらの取組を推進する

とともに、確保状況の実態や課題を把握するための各府省へのヒアリングや必

要な調査等を実施する。その後、それらの結果も踏まえて課題の分析等を行

い、当該課題の解消に向けた取組を試行するなどして、各職場で勤務間のイン

ターバル確保が図られるよう検討を行っていく。 

(ｳ)、(ｴ)（略） 

 

【参考情報】公務員人事管理に関する報告（人事院ホームページ） 

https://www.jinji.go.jp/kankoku/r5/r5_top.html 

 

 

 

 

（連絡先）総務省自治行政局公務員部 

【下記以外の事項】 

公務員課 三木、阿部、向井 

         TEL:03-5253-5544 

【健康確保措置に関する事項】 

安全厚生推進室 板垣、森田 

            TEL:03-5253-5560 

https://www.jinji.go.jp/kankoku/r5/r5_top.html

